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原子力安全部会では、2012年に福島第一原子力発電所事故について8回にわたる公開セミナーを

開催して以降、そこで同定された重要な課題について、継続的な議論を行っている。本稿では、

同部会による本年8月の夏期セミナー、および、9月の秋の大会における企画セッションの講演

と討論から、「継続的安全性向上」に関わる標準委員会、電力中央研究所原子力リスク研究セン

ター、並びに事業者における活動を報告する。また、「安全目標」に関して、その策定経緯や日

本学術会議での検討状況、今後の利活用の考え方について報告し、主な議論をともにまとめる。 

KEYWORDS: nuclear safety, risk, safety goals, risk-informed decision making, 
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Ⅰ．はじめに 

福島第一原子力発電所事故等の教訓1), 2)を受け、原子

力発電所をはじめとする原子力施設の継続的な安全の向

上を実現するため、リスク情報の活用に関して様々な取

り組みが進められている。最近では、原子力規制委員会

における検査制度の見直しに関する議論が進み、電力中

央研究所原子力リスク研究センター(NRRC, Nuclear Risk 

Research Center)におけるリスク情報活用推進チームの

設置等が行われた。 

原子力安全部会（部会長：関村直人東京大学教授）に

おいては、事故のセミナー報告書1)発刊以降、春の年会

と秋の大会における企画セッションとその後のフォロー

アップセミナーに加えて、毎年8月に原子力安全部会夏期

セミナーを開催し、多様な誘因事象に対する安全確保対

策やリスク情報の活用の枠組み等の重要な課題につい

て、継続的な議論を行っている3), 4)。 

本稿では、本年8月に福島県いわき市で3日間の日程で 

 

Recent activities of nuclear safety division related 

to risk-informed nuclear safety engineering for 

continuous safety improvement：Tatsuya Itoi, Kenta 

Murakami, Akira Ohnuki 

（２０１６年１０月３１日受理） 

開催された原子力安全部会夏期セミナーのうち2日目の

「リスク情報の活用と継続的改善に関する論点」に関わ

る講義、および、9月の秋の大会における原子力安全部会

企画セッション「安全目標の活用にかかる現状と課題」

での講演について、討論内容も含めて報告し、継続的安

全性向上や安全目標等、リスク情報の活用と継続的改善

に関わる現状と今後の課題をとりまとめる。 

尚、これらの講義・講演の資料等は原子力安全部会の

ホームページ5)に公開されている。 

 

Ⅱ．継続的安全性向上に関する最近の動向 

１．標準委員会における活動 

越塚誠一氏（東京大学）の講義（夏期セミナー）は、

「継続的安全性向上のための意思決定の考え方」と題し

て行われた。講義では、標準委員会にて刊行が予定され

ている「安全性向上対策採用の考え方に関するタスク」

報告書の内容を中心に以下の内容が議論された。まず、

報告書の背景となる、バックフィット制度と安全性向上

評価が概説された。その後、継続的安全性の向上におけ

る意思決定をどう行っていくか、学協会規格等がどう使

われるかに関して議論された。報告書において参考とさ

れた米国NRC6)、IAEA7)、JIS Q310008)のリスクマネジメン

ト等における意思決定プロセスの紹介の後、報告書にお
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ける意思決定の考え方が説明された。さらに、意思決定

プロセスの標準化に関する課題が紹介された。 

会場から、意思決定プロセスの中に安全文化が明記さ

れていないことについて質問があり、意思決定プロセス

の各段階は、JEAC41119)の品質マネジメントに従い実施

されるため、安全文化の醸成等は意思決定プロセスに含

まれることなどが説明された。 

 

２．事業者における活動 

（１）研究開発における取り組み 

山中康慎氏（電力中央研究所NRRC）の講義（夏期セミ

ナー）では「事業者におけるリスク評価研究とその活用

の取り組み」と題し、NRRCの設立経緯と体制についての

概説、主な研究開発計画と具体的な個別課題の概要が紹

介された。その後、伊方発電所3号機を対象とした複数の

専門家の異なる判断を統合的に活用する確率論的地震ハ

ザード評価10）の進捗状況が説明された。最後に、リスク

情報活用を推進するためのNRRCに新設された「リスク情

報活用推進チーム」について、活用を推進するための戦

略を事業者へ提案することや、伊方発電所3号機、柏崎刈

羽原子力発電所6/7号機を対象としたパイロットプロジ

ェクト支援、学会標準・人材等の基盤整備等、チームの

ミッションが説明された。 

会場からは、研究の推進だけでなく、時宜を得た現場

での活用のために、「何をいつまでにするのか」という

Action planが必要ではないかという意見が出された。 

 （２）現場における取り組み 

川村慎一氏（東京電力HD）による「原子力発電所にお

ける安全性向上への取組み」と題した講演（夏期セミナ

ー）では、福島第一事故の教訓として、以下の6項が示さ

れ、その分析整理を背景として、それらを克服するため、

柏崎刈羽原子力発電所において現在取り組んでいる安全

性向上への取組みが説明された。 

 外的事象に対して、発電所の防護手段が不十分だっ

たこと 

 共通原因で、安全機能が広範囲に喪失したこと 

 設計を超える事態において、事故進展を防止する備

えが不十分だったこと 

 放射性物質の放出により、長期の住民避難や経済活

動の停止など、甚大な社会的影響をもたらしたこと 

 複数プラントの事故が同時進行することに、緊急時

対応組織が十分に対応できなかったこと 

 こうした事態に備える上での意思決定の失敗 

会場からは、学会の場等での活動に対する継続的な参

画、また、現場の抱える課題の電力中央研究所NRRCの活

動等への反映の期待が述べられた。 

 

３．継続的安全性向上に関する討論 

講義の後の総合討論では、継続的安全性向上とその意

思決定プロセスについて以下の点が議論された。 

 意思決定プロセスにおいて、すぐに実施すべき短期

課題とすぐに答えが出ない中長期課題の仕分けを

行うことが重要であること 

 リスクを分析する前段階で、何が問題かを設定する

段階が重要であること、さらに、IAEA INSAG-257)

のように、その前段階における問題設定を、透明性

を持って行う枠組みとすべきであること 

 実施された対策が有効であったかどうか評価し、そ

れをフィードバックし、次の別の安全性向上活動の

良好な進展に寄与することが重要であること 

 安全性向上策の意思決定とその実施に関して、規制

による審査が必要なものか否か、プラントを停止し

て審査をすべきか等の仕分けを行う等級別（段階

的）アプローチが必要であること 

 

Ⅲ．安全目標に関する経緯と最近の動向 

１．2003年中間とりまとめの経緯と要点 

阿部清治氏（原子力規制庁技術参与）の講義（夏期セ

ミナー）では、「安全目標の設定経緯とその要点」と題し

て、旧原子力安全委員会での安全目標案設定の背景と検

討経緯が概説された。まず、2003年の中間とりまとめ11)

で示された安全目標案の概要が説明された。安全目標案

の目的は合理的な規制の達成であること、内的事象と外

的事象の両方を対象としていること、指標としては最も

重要で定量化可能である個人の死亡リスクが採用された

が、それ以外のリスクも認識されていたことなどが述べ

られた。また、2006年には原子力発電所についての性能

目標（炉心損傷頻度と格納容器機能喪失頻度の2つの指標

値）案12)が定められたことなどが説明された。 

安全目標の策定は、国にとっては規制の透明性や予見

性の向上等、事業者にとっては効果的かつ効率的なリス

ク管理活動の実施といった利益をもたらすが、比較され

るリスクの特性やリスク評価技術の成熟度を見極めつつ

試行されるべきと2003年当時に考えられていたことなど

が説明された。また、成熟度を上げるための課題や国民

との対話の重要性についても当時認識されていた。 

リスク情報の規制での活用では、補完的導入を行った

上で段階的に導入することが必要であることが主張され

た。また、対象施設（発電炉、サイクル施設等）に応じ

た活用の必要性が指摘された。最後に、規制において、

安全目標・リスク情報が有効に活用された最も重要な例

として、2006年の耐震設計審査指針改訂における基準地

震動等の強化が挙げられた。 

 

２．安全目標活用の歴史的経緯と今後 

菅原慎悦氏（電力中央研究所）の講義（夏期セミナー）

と講演（秋の大会）では、それぞれ「安全目標活用に関
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する歴史的経緯と考察」、「安全目標の設定と活用に関す

るこれまでの経緯」と題して、既刊の報告書13)の内容に

基づく考察が説明された。 

現在、産業界において自主的な安全目標を作成する機

運がある。一方、2003年の原子力安全委員会の安全目標

案は中間とりまとめのままである。2013年の原子力規制

委員会における安全目標14)は決定されたとされているが

目標内容や活用方法等が不明確である。このように安全

目標は必ずしも我が国に根付いていない。以上を踏まえ

て、「我が国ではなぜ安全目標が根付いてこなかったの

か？」という問題意識を発端として、2003年の安全目標

案の意図と現実の活用実態が分析整理された。策定時に

は、立ち止まることなくリスク管理を実践し、具体的な

リスク低減につなげていくための目標との意図があった

が、実際には、現状で既に十分安全であることを示すた

めの道具として使われてきたという認識が述べられた。 

菅原氏は、この意図と実際との乖離を、次に示す四つ

の視点から説明した。 

 決定論的な規制の改善のために安全目標の参照が

期待されたが、等閑視される状態が続いた。 

 事業者・規制当局双方によるリスク評価・リスク管

理の経験蓄積という意図に対し、定期安全レビュー

(PSR, Periodic Safety Review)の機会を利用して

確率論的リスク評価 (PRA, Probabilistic Risk 

Assessment)の範囲拡大等が試みられたが、十分に

は実現しなかった。 

 リスク評価・リスク管理の改善に必要な研究の進展

が期待されたが、地震PRA以外の研究開発は必ずし

も進展しなかった。 

 安全目標について社会との対話の重要性が指摘さ

れていたが、そうした試みはあまり行われなかっ

た。一方、現状のプラントのリスクが十分に低く安

全であることを示すために安全目標が言及される

例もあった。 

また、その乖離の背景として、次に示す四つの要因が

説明された。 

 安全目標の活用方法に関する原子力関係者間の認

識の共有度合い 

 不確かさへの向き合い方やリスク論の適用におけ

る認識の相違 

 外から要求されたことにのみ対応して善しとして

しまう「対策主義」的な組織文化 

 社会や立地地域からの反応に対する懸念、安全目標

やリスクについて説明しても社会的理解は得られ

ないだろうという認識 

その上で、安全目標を策定・活用していく上での今後

の方向性が３つ示された。 

 事業者をはじめ原子力界が安全目標をなぜ策定す

るのかについての認識を再認識すること 

 「常に問いかける姿勢」を維持し、リスク評価・リ

スク管理の継続的改善につなげること 

 リスクの抑制水準のみならず、「何を守るのか」に

ついても社会と対話しながら、社会との関係を再構

築していくこと 

 

３．日本学術会議における検討状況 

松岡猛氏（宇都宮大）の講演（秋の大会）では、「工学

システムにおける安全目標の考え方」と題して、日本学

術会議の工学システムに関する安全･安心・リスク検討分

科会における検討状況15)が紹介された。 

講演では、以下の点などが、その根拠も含めて説明さ

れ、その背景となる国、事業者、専門家、市民の役割分

担などに関し、議論が行われた。 

 原子力発電所、化学プラント、情報システム、製品

等様々な工学システムを対象とする検討で、規制の

範囲にとどまらず、現状追認でない形で、他の工学

システムの状況も参照しつつ安全性を追求するガ

イドラインとして、安全目標が提案されていること 

 最低限満足すべき基準（基準値A）と更なる改善を

必要としない水準（基準値B）という二種類の基準

値が提案されていること 

 安全目標を個人の死亡リスクで表現する場合とし

て、基準値Aが10-3～10-4／年、基準値Bが10-5～10-6

／生涯(70年)という値が提案されていること 

 

４．安全目標に関する討論 

夏期セミナーの総合討論では、2003年の安全目標案に

ついて、参加者から種々の指摘があり、議論が行われた。

以下にその発言の一部を示す。 

 リスク情報を活用した保全計画が以前うまくいか

なかったのは、どのように使えばよいかわからなか

ったことが大きかった。 

 故障時に補修をしながら運転を継続できる時間で

ある許容待機除外時間(AOT, Allowed Outage Time)

の設定に関連づけて、ある設備機器を止めることに

よる炉心損傷頻度の増分(ΔCDF)がゼロであれば、

その設備機器を長期間止めてメンテナンスをして

もよいという提案は、深層防護の考え方にてらして

問題（異常発生時のやむを得ない措置を、通常時に

展開することは不適切）であると考えた。 

 安全目標は時代で変遷しうるものであり、米国では

既存の他の要因のリスクに対する相対値としてい

るのに対して、わが国では固定値を設定した。後か

ら見れば、目標の安定性という観点でよかった。 

 安全目標案の数字については、案の策定に参加した

阿部氏から、「個人的な記憶及び感想」との断り付

きで、以下が述べられた。10-6／年という死亡頻度

の安全目標は、格納容器破損頻度10-5／年と炉心損
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傷頻度10-4／年という性能目標になることを想定し

ていた。これらの性能目標値は、IAEA16)の既設炉に

対する安全目標(日本の性能目標に相当)に相当し、

決して高い値ではないが、当時の地震PSAの結果か

ら、これより1桁小さい数字は達成困難と考えられ、

一方、これより1桁大きい数字は世界中どこにもな

かったため、受け容れられないという認識があっ

た。2007年の日本に対するIAEA総合規制評価サービ

ス(IRRS, Integrated Regulatory Review Service)

では、「日本の安全目標はどうしてこんなに大きな

数字なのか」との指摘があった。しかし、安全目標

案は「到達すべき高い目標」を示すものではなく、

「合理的規制体系を確立すること」を目指したもの

であり、現状を踏まえた数字であると説明した。 

また、今後の安全目標の考え方や使い方についての発

言の一部を示す。 

 AOTの設定を含め、安全目標や性能目標を利用する

際にΔCDF等数値のみで判断するのでなく、深層防

護の観点等も含め判断する統合的な意思決定プロ

セス（IRIDM, Integrated Risk-informed Decision 

Making、本稿Ⅱ参照）の仕組みが必要である。 

 安全目標は、過去の実績ではなく、安全性をここま

で高めたいという意思であると考えるべきである。 

 リスクを一般社会へ説明することは難しい課題で

あるが、リスクについて社会に発信しなければ、社

会の側がリスク情報に接し考える機会が増えない

のも事実であるので、説明し社会と対話する中で、

少しずつでも打開していくものである。 

 安全目標をどう設定し、どう使っていくのか、こう

すればここがこのように良くなるというアイデア

を具体的に出すことが重要である。 

 安全目標の数字自体で社会的受容性を議論するの

ではなく、数字は社会的受容性をひとつの必要条件

にすぎないと考えるべきである。その目標に向け

て、透明性を持って意思決定し、有効な対策である

ことを示していくことが社会的受容性に繋がると

考えるべきである。 

 現実問題としては、投資家が安全性向上策等をどう

見るのかという、安全目標とは別の要素について

も、重要な視点となり得る。 

秋の大会では、安全目標をどのように活用することで

より良い安全対策に繋がるかという観点で総合討論が行

われ、以下の意見が出された。 

 安全目標自体を、社会の価値観等の変化の知見を取

り込むことで変化しうるものとし、ひとつの目標と

して固定しすぎず、常に見直していくようなプロセ

スの中で考えるような制度設計とすることが望ま

しいのではないか。 

 事業者が、継続的に安全性向上評価を実施し、賢く

安全性向上策を実施するために、安全目標を使うこ

とがポイントではないか。 

 個々の規制の水準が安全目標に照らして整合的で

あるか規制委員会が示す必要があるのではないか。 

 法令順守(コンプライアンス)とは単に基準に従っ

て○×を付けることではなく、顧客や社会の奉ずる

価値を率先して理解し、価値の擁護に積極的に動く

という能動的な意味を含む。安全目標を定める際に

は、このような法令順守の観点からも社会の求めて

いるものが何かということを理解しようという動

きがあることが望ましいのではないか。 

 原子力の安全目標は、日本学術会議の2つの基準値

のうち、基準値A（最低限満足すべき基準）ではな

く、基準値B（更なる改善を必要としない水準）と

すべきである。他の産業との比較も行い、位置づけ

を明確にすべきである。 

 ALARP(As Low As Reasonably Practicable)の精神

でもう少し安全にと規制側から要求されるが、研究

炉等で過剰な要求もある。英国のSAP201417)で示さ

れ て い る よ う に BSL(Basic Safety Levels) と

BSO(Basic Safety Objectives)の二段階規制のよう

なものがあると、過剰な要求がある程度は抑えられ

るのではないか。 

 事業者はレベル3PRAを実施し、説明責任を果たすべ

きなのではないか。 

 二次元の（影響の大きさとその発生頻度で示す）安

全目標を定めるべきではないか。これにより、グレ

ーデッド（等級別）アプローチに対して定量的な意

味を与えられ、どの程度の厚い深層防護を作れば良

いのかということがはっきりするのではないか。 

 例えば、再処理など核燃料サイクル施設の重大事故

対策について、防災との関連や土地汚染の可能性を

考えた規制を考えられると良いのではないか。 

 

Ⅳ．まとめ 

本稿では、本年8月に開催された原子力安全部会夏期セ

ミナー、および、9月の秋の大会における原子力安全部会

企画セッションの講演と討論から、「継続的安全性向上」

に関わる標準委員会、電力中央研究所原子力リスク研究

センター、並びに事業者における活動に関する報告、さ

らに、「安全目標」に関して、その策定経緯や日本学術会

議での検討状況、今後の利活用の考え方等の報告を概観

し、リスク情報の活用と継続的改善に関わる現状と今後

の課題をとりまとめた。 

事業者は、継続的安全性向上も含め、原子力安全に対

する一義的な責任を有する。つまり、事業者自らが、運

転経験の分析や最新の科学的知見に加え、顧客や社会の

奉ずる価値に関する総合的な分析も踏まえて、合理的な
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リスク低減のために取り組むべき問題を自発的かつ具体

的に示すことがその活動の大前提となる。ただし、この

ような自発的な継続的安全性向上のプロセスが機能する

ためには、意思決定やその実装に要する時間をそのイン

パクトに相応しいレベルに保つ仕組みが必要であること

が指摘された。そのためには、透明性をもって事業者と

規制機関の双方が問題意識を提示し、スピード感をもっ

て取り組むべき課題の設定を行う枠組みの構築が重要で

あることが認識された。また、事業者の現場と関連研究

機関における研究開発（規制の現場と規制関連研究も同

様）、並びに標準化等の学会活動との連携が不可欠であろ

う。これらについては、現状では必ずしも十分に実現さ

れていない部分もあり、今後さらに議論を深める必要が

あると感じられた。 

安全目標については、個別技術における具体的な活用

を目的とした検討が重要である一方で、個別技術に依存

しないTechnology Neutralな工学安全の体系を目指した

取組みも今後求められる。また、講演では、関係者間で

の安全目標の策定経緯や目的の共有や、安全に対して問

いかける姿勢、社会との対話の重要性が述べられた。ま

た、討論等を通じて、示し方についても、その活用目的

に応じた多様な考え方があることが整理されてきた。 

議論を通じて、確率論的リスク評価の限界や不確実さ

を踏まえた活用方法に関する理解が進んだものと考えら

れる。また、説明責任を果たす手段としてリスク情報を

活用した統合的な意思決定プロセスの確立に対する期待

が高いことが確認された。国内外の動向とも調和しなが

ら、事業者、規制双方の継続的改善に資する形でさらに

取組みが進むよう、原子力安全部会としても活動を継続

していきたい。 
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